2016年９月～宣伝スポットひな形＊アレンジしてお使いください　　　中央各界連

みなさんこんにちは、消費税廃止各界連絡会です。消費税の増税中止を求める国会請願署名にご協力をお願いします。「消費税10％増税はキッパリ中止」。みなさんの願いをぜひ署名にお寄せ下さい。

●みなさん、毎日のくらしはいかがでしょうか。「アベノミクス」の効果を実感されていますか？私たち消費税廃止各界連には、多くの切実な声が届けられています。それは、「消費税率8%」、「伸びない賃金」、「社会保障負担増」の三重苦を強いられているという悲鳴です。実質賃金は5年連続低下。個人消費は統計を取り始めて以来初の2年連続マイナス。「消費税が払えなくて廃業を考えている」という中小業者の方、「介護費用が高すぎでほとほと困っている」など、多くの人が安倍政権の暴走の下で、くらしを圧迫されています。
●９月26日から臨時国会が始まります。政府は、環太平洋連携協定・ＴＰＰの批准強行を狙っています。TPPは、農林漁業や地域経済に深刻な影響を及ぼします。遺伝子組み換え食品などの拡大、医薬品価格の高騰、労働条件の悪化など、国民生活のあらゆる分野に多国籍企業に有利なルールを押し付け、国の経済主権を大企業に売り渡すものです。生活を破壊し、貧困と格差を拡大します｡
また、医療・社会保障の大改悪も狙われています。入院費の負担増、75歳以上の窓口負担の２割化、70歳以上の高額療養費限度額の引き上げ、薬の負担増や保険外しなど深刻です。安倍政権は、2018年度まで国が負担する社会保障費の自然増を毎年削減し、5000億円程度に抑えるという目標を出しています。とんでもありません。これでは必要なところに政治の手が届かず、いのちにも関わる事態となります。
●安倍首相は、「世界一企業が活動しやすい国」と言って、大企業を優遇する政治を進めてきました。アベノミクスの恩恵を受けた一握りの大企業や富裕層は、過去最高の内部留保金を貯めこみ、「パナマ文書」に見られるように、租税回避地を使って税金を安くするなどやりたい放題です。そのうえ、さらなる法人税の引き下げを要求しています。大企業の税逃れが国の財政基盤を掘り崩していることに、世界的な怒りと批判が湧き起こっています。
●みなさん、「税金の集め方」「税金の使い方」を抜本的に転換するように声を上げましょう。まず、「税金の集め方」を変え、4兆円の減税など行き過ぎた大企業へのバラマキをやめ、富裕層に応分の負担を求めましょう。タックスヘイブン利用の租税回避などをなくせば、財源は十分生み出せます。そうすれば消費税増税など必要なくなります。
●そして「税金の使い方」を見直し、政党助成金や無駄な公共事業、武器の購入などの税金の無駄づかいをただしましょう。日本国憲法では、くらしや社会保障を最優先に税金を使うと決まっています。いま必要な経済政策は、税による所得再分配の見直しや社会保障の充実です。冷え切った個人消費が温まり、国内の経済循環が良くなって活気も生まれます。消費税増税を延期すると「社会保障財源がなくなる」という、まやかしの批判が起こっています。消費税増税と社会保障の充実をハカリにかけること自体が大きな間違いであり、憲法の理念に反しています。そもそも消費税が増税されても社会保障はよくなっていません。
●安倍首相は、「憲法の前文から全て変えたい」と明文改憲へ意欲を示しています。税金と改憲の問題は実はコインの表と裏ではないでしょうか。安倍首相は、大企業一人勝ちの社会をつくり、アメリカと一緒になって戦争できる国づくりを進めようとしています。そのために、憲法を国を縛るものから国民を縛るものに変え、国民の権利を取り上げ、一握りの為政者がやりたい放題できるようにしようとしているのです。
●日本国憲法は、一人一人が大切にされ、健康で文化的な生活を送る権利を国民に保障することを国に要求しています。そのために、能力に応じて税金を納め、必要な人が社会保障を受けるという制度がつくられているのです。消費税は、所得の低い人ほど負担の重い、不公平な最悪の税金です。10％への増税は延期ではなく、キッパリ中止させましょう。税金の集め方・使い方を憲法の理念にそって変えましょう。「増税中止」の声を届ける国会請願署名にあなたの声をお寄せください。私たちが主権者です。憲法の息づく社会をご一緒に作っていきましょう。
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